
 

令和７年度第２回水産市場再整備基本構想検討会議 次第 

 

日時：令和７年８月 22日（金）  

午後１時 30分から 

場所：小田原市公設水産地方卸売市場 ２階 

水産海浜課会議室 

 

１ 開 会 

 

 

２ 議 題 

（１）目指すべき姿及びコンセプト（方針）について 

 

 

（２）施設規模及び施設配置イメージについて 

 

 

３ その他 

（１）漁港における衛生管理の概要について 

 

 

４ 閉 会  

 



 資料１  

水産市場再整備基本構想検討会議 委員名簿 
（令和７年８月現在） 

№ 区分 団体名 役職 
氏名 

（敬称略） 
備考 

１ 

卸売人 

及び 

買受人 

株式会社小田原魚市場 執行役次長 稲村 弘樹  

２ 株式会社小田原魚市場 販促部次長 萩野 規和  

３ 株式会社小田原魚市場 鮮魚部課長 高橋 一夫  

４ 
小田原市公設水産地方卸売市場 

買受人組合［（有）やまや水産］ 
代表取締役社長 石田 昌之  

５ 
小田原市公設水産地方卸売市場 

買受人組合［（株）鮑屋］ 
代表取締役社長 市川 将史  

６ 
小田原市公設水産地方卸売市場 

買受人組合［（株）庄司水産］ 
代表取締役 庄司 廣幸  

７ 
小田原市公設水産地方卸売市場 

買受人組合［ヤオマサ（株）］ 

営業本部 SM商品

部鮮魚バイヤー 
内藤淳一朗  

８ 

生産者 

小田原市漁業協同組合 副組合長理事 和田 博行  

９ 小田原市漁業協同組合 漁労長 高橋 昭伸  

10 小田原市漁業協同組合 日渉丸代表 高橋  渉  

11 学識 

経験者 

東京海洋大学 教授 中川 雄二 委員長 

12 東海大学 教授 関 いずみ  

13 

オブザ

ーバー 

神奈川県環境農政局農水産部 

水産課漁港グループ 
主査 古本 明寛  

14 
神奈川県県西地域県政総合センター 

地域農政推進課 
主査 中川  研  

15 
神奈川県西部漁港事務所 

工務課 
課長 坂本  茂  

16 
神奈川県西部漁港事務所 

管理漁港課 
副技幹 渡邉 芳明  

 

事務局 職名 氏名 備考 

事務局長 小田原市経済部水産海浜課長 内田 充俊  

事務局員 小田原市経済部水産海浜課海岸漁港係長 内田 修治  

〃 小田原市経済部水産海浜課海岸漁港係主事 秋山 真生  

〃 （一財）漁港漁場漁村総合研究所第一調査部部長 林  浩志  

〃 （一財）漁港漁場漁村総合研究所専門技術員 種市 俊也  

〃 （一財）漁港漁場漁村総合研究所第一調査部研究員 喜井ひかる  

 



水産市場再整備基本構想検討会議設置要綱  

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、水産市場再整備基本構想検討会議の設置、組織及び運営に関

し必要な事項を定めるものとする。  

 

（設置）  

第２条 築 55年以上が経過し老朽化と腐食が進んでいる公設水産地方卸売市場の再

整備について、必要な機能・規模の再算定、将来どのような市場を目指すかを明確

化し、持続可能な市場運営が可能となるように施設の将来像を描くための検討を

行うに当たり、学識経験者その他市場関係者の意見を基本構想に反映するため、水

産市場再整備基本構想検討会議（以下「検討会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事務）  

第３条 検討会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）持続可能な市場運営を目指した水産市場の再整備内容の検討に関すること。 

（２）水産市場再整備に向けた構想の策定に関すること。 

（３）その他水産市場の再整備に向けて必要な事項に関すること。 

 

（組織）  

第４条 検討会議は、委員 12 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者とする。  

 （１）学識経験者 

（２）卸売人のうち代表者から推薦された者 

 （３）買受人のうち代表者から推薦された者 

 （４）生産者のうち代表者から推薦された者 

  

（任期）  

第５条 委員の任期は、第３条第２号に規定する構想の策定が完了するまでとする。 

 

（委員長）  

第６条 検討会議に委員長を置き、委員長には小田原市卸売市場審議会水産部会部

会長をもって充てる。 

２ 委員長は、会務を総理し、検討会議を代表する。 

 

（会議）  

第７条 検討会議は、委員長が必要に応じて招集する。 

２ 検討会議の議長は、委員長をもって充てる。  

３ 検討会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができ

ない。 

４ 検討会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委

員長の決するところによる。 

５ 検討会議は、会議において、必要があると認める場合は、議事に関係のある者に

対して、出席を求め、その説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めること

ができる。 

 

（庶務）  

第８条 検討会議の庶務は、小田原市経済部水産海浜課において処理する。 

 

Administrator
テキストボックス
資料２



（補則）  

第９条 この要綱に定めるもののほか、検討会議の運営に関し必要な事項は、委員長

が検討会議に諮って定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 





議題（２）施設規模及び施設配置イメージ

最小面積Ver

①施設規模
売場面積に幅を持たせる＜2,000㎡～2,600㎡程度＞
※売場詳細配置で通路設定等により過不足が生じる可能性があるため

②岸壁からの距離
陸揚げの作業性・フォークリフトの走行の双方を考慮して約７ｍとする

③上記を反映した最大面積時の現場イメージは資料５のとおり

(注)関係機関等の協議により配置・面積等は変更になる可能性があります 資料４

最大面積Ver

〇第１回検討会議からの変更点



売場エリア
約2,600㎡

プラットフォーム
約650㎡

最大面積時の現場イメージ

プラットフォーム
約650㎡

売場エリア
約2,600㎡

資
料
５
















